
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年11月12日

【四半期会計期間】 第72期第２四半期（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

【会社名】 HOYA株式会社

【英訳名】 HOYA CORPORATION

【代表者の役職氏名】 取締役兼代表執行役　最高経営責任者　　鈴木　洋

【本店の所在の場所】 東京都新宿区中落合二丁目７番５号

【電話番号】 03－3952－1151（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役兼執行役　最高財務責任者　　江間　賢二

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区中落合二丁目７番５号

【電話番号】 03－3952－1151（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役兼執行役　最高財務責任者　　江間　賢二

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

EDINET提出書類

ＨＯＹＡ株式会社(E01124)

四半期報告書

 1/45



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期
第２四半期
連結累計期間

第72期
第２四半期
連結累計期間

第71期
第２四半期
連結会計期間

第72期
第２四半期
連結会計期間

第71期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 258,528 201,806 128,372 106,818 454,194

経常利益（百万円） 49,984 21,068 27,511 14,585 71,080

四半期（当期）純利益（百万円） 40,333 14,202 19,135 10,351 25,109

純資産額（百万円） － － 404,594 337,361 338,009

総資産額（百万円） － － 651,744 536,409 591,096

１株当たり純資産額（円） － － 926.52 772.64 774.65

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
93.18 32.81 44.21 23.91 58.01

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
93.18 32.79 － 23.90 58.00

自己資本比率（％） － － 61.5 62.3 56.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
44,687 36,280 － － 90,975

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△13,483 △11,635 － － △34,328

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△16,270 △66,847 － － △5,800

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 189,473 166,187 207,928

従業員数（人） － － 37,758 32,727 34,592

　（注）１.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

        ２.売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。

　      ３.キャッシュ・フローに関する数値の△は、現金及び現金同等物の流出を示しております。

　　　　４.第71期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 32,727

　（注）従業員数は就業人員であります。

(2）提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 4,566

　（注）従業員数は就業人員であります。

EDINET提出書類

ＨＯＹＡ株式会社(E01124)

四半期報告書

 3/45



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社、以下同じ。）は、消費税及び地方消費税に係る会計処理方

法につき税抜方式を採用しているため、以下の記載金額には消費税及び地方消費税は含まれておりません。

(1）生産実績

当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

エレクトロオプティクス 36,325 72.8

ホトニクス 1,239 61.9

ビジョンケア 22,517 72.1

ヘルスケア 1,163 93.9

ペンタックス 25,974 72.3

合計 87,221 72.5

　（注）金額は、販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

　

(2）受注状況

当第２四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

受注残高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

エレクトロオプティクス 23,788 56.3 1,236 78.9

ホトニクス 1,401 55.9 577 81.9

ビジョンケア 4,128 85.8 ― ―

ペンタックス 3,699 ― ― ―

　合計 33,017 66.6 1,813 78.5

　

(3）販売実績

当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比（％）

エレクトロオプティクス 37,855 75.9

ホトニクス 1,245 63.7

ビジョンケア 25,956 85.6

ヘルスケア 13,689 106.0

ペンタックス 27,920 84.4

その他 150 53.8

合計 106,818 83.2

　（注）セグメント間の取引については、相殺消去しております。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

（連結子会社の吸収合併（簡易合併））

　当社は、平成21年８月17日の代表執行役決定により、当社の完全子会社であるＨＯＹＡヘルスケア株式会社（以下、

「ＨＨＣ」）を吸収合併することにいたしました。

１.　合併の目的

　当社グループは、アイケア分野及び医療分野を成長領域として位置づけ、積極的な戦略展開を図っております。アイ

ケア分野における当社グループの主たる事業の一つであるコンタクトレンズ事業は、当社の完全子会社であるＨＨ

Ｃが運営しておりますが、内外のコンタクトレンズ業界の現況に鑑み、当社内で一体的な運営を行うことにより、コ

ンタクトレンズ小売店舗出店及び海外進出にかかる経営資源の機動的な配分などにより、事業の強化及び成長の加

速が図れると判断したことによるものであります。

　

２.　合併の要旨

　（１）合併の日程

　　　合併契約承認代行執行役決定　　　平成21年８月17日

　　　合併契約締結　　　　　　　　　　平成21年８月17日

　　　合併期日（効力発生日）　　　　　平成22年１月１日（予定）

　　　（注）本合併は、会社法第796条第３項に定める簡易合併及び同法第784条第１項に定める略式合併の規定

　　　　　　により、当社及びＨＨＣにおいて合併契約に関する株主総会の承認を得ることなく行うものです。　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（２）合併方式

　　　当社を存続会社とする吸収合併方式で、ＨＨＣは解散いたします。

　

　（３）合併比率ならびに合併交付金

　　　　ＨＨＣは当社の100％子会社であるため、本合併による新株式の発行及び資本金の増加ならびに合併交付金

　　　　の支払いはありません。　　　

　

　（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　　　　該当事項はありません。
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３.　合併当事会社の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成21年３月31日現在）

（１）商号
ＨＯＹＡ株式会社
（吸収合併存続会社）

ＨＯＹＡヘルスケア株式会社
（吸収合併消滅会社）

（２）事業内容

エレクトロオプティクス、ビジョン

ケア、ペンタックス各製品の製造及び

販売等

コンタクトレンズ及びその付属品の

製造販売

 

（３）設立年月日 昭和19年８月23日 平成３年４月１日

（４）本店所在地 東京都新宿区中落合二丁目７番５号 東京都新宿区高田馬場一丁目29番９号

（５）代表者
代表執行役　最高経営責任者

鈴木　洋

代表取締役

天野総太郎

（６）資本金 6,264百万円 810百万円

（７）発行済株式総数 435,017,020株 27,000株

（８）純資産 61,228百万円（単体） 9,883百万円

（９）総資産 342,438百万円（単体） 18,607百万円

（10）決算期 ３月31日 ３月31日

（11）大株主及び持株比率

ジェーピーモルガンチェースバンク

380055　　　　　　　　　　9.00％

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）　　　　6.90％

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口４Ｇ）　　5.40％

ＨＯＹＡ株式会社　　　　　100％

　

４.　合併後の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（１）合併後の存続会社について

　　　　本合併による当社の商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金及び決算期の変更はありません。

　（２）今後の見通し

　　　　当社の完全子会社の吸収合併であるため、当社の連結業績に与える影響はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　当第２四半期連結会計期間の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

　１．経営成績

（１）業績の概要

　当第２四半期連結会計期間のわが国経済は、2008年秋以降の急速な景気の悪化はすでに底を打った感があり、生産や

輸出の一部に持ち直しの動きが見られるようになってまいりました。ただ、依然として生産設備や雇用の過剰感は強

く、先行きについて景気が再び悪化するリスクが懸念されております。

　そうしたなか当社グループの状況も、4月以降の受注の戻りが継続し、第１四半期連結会計期間と比べて増収となり

ました。前年同四半期連結会計期間の実績に比較しますと受注の減少は否めず、為替の影響もあり減収となりました。

　営業利益は、受注の戻りと生産効率の向上により第１四半期連結会計期間と比べて増益となりましたが、主力部門の

減収の影響により、前年同四半期連結会計期間に比べて減益となりました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は1,068億１千８百万円となりました。また、営業利益は187億６百万

円、四半期純利益は103億５千１百万円となりました。

（２）当第２四半期連結会計期間の部門別の状況

　

　  　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　  ①エレクトロオプティクス部門

　半導体製造用のマスクブランクス及びフォトマスクは、半導体産業の低迷は続いており、前年同四半期連結会計期間

に比べて開発用あるいは高精度品の受注は減少し、円高の影響もあり減収となりました。液晶パネル製造用の大型マ

スクは、パネルメーカーの新規開発に対する意欲の高まりが見られ、需要数量が増加しながらも依然として価格低下

が厳しく、前年同四半期連結会計期間に比べて減収となりました。ＨＤＤ（ハードディスク装置）用ガラスディスク

は、受注の回復傾向は非常に強いものがあり、第１四半期連結会計期間に比べてさらに増収となりましたが、前年同四

半期連結会計期間に比べますと円高とＨＤＤの単価下落による価格低下が大きく、減収となりました。光学レンズは、

デジタルカメラの市場が引き続き活況であった関係で第１四半期連結会計期間に比べて増収となりましたが、平均単

価が製品ミックスの影響で低下しており、前年同四半期連結会計期間に比べますと減収となりました。

　営業利益は、第１四半期連結会計期間に比べて受注の戻りは続き、生産効率の向上もあり第１四半期連結会計期間に

比べて増益となりましたものの、全体的に受注額の減少と製品価格の低下により、前年同四半期連結会計期間に比べ

て減益となりました。

　この結果、当部門の売上高は378億５千５百万円となりました。営業利益は84億９千７百万円となりました。

　　②ホトニクス部門

　景気の低迷による設備投資の縮小・延期の状況は、一部市場では明るさが見えましたものの全般的には低調で、当社

製品の受注も減少し、前年同四半期連結会計期間に比べて減収となりました。構造改革により固定費削減を進めてお

りますが、前年同四半期連結会計期間に比べて減益となりました。

　　　この結果、当部門の売上高は12億４千５百万円となりました。営業利益は６千１百万円となりました。

　　③ビジョンケア部門

　メガネレンズの国内市場は価格低下の影響で依然として低迷が続いており、海外市場でも低価格帯レンズの攻勢が

厳しさを増し、景気の悪化による消費の低迷に円高の影響が加わって事業全体で前年同四半期連結会計期間に比べて

減収となりました。特注品生産の効率化等により生産コストが低下し利益率が向上しましたが、売上高の減少により

営業利益は前年同四半期連結会計期間に比べて減益となりました。

　この結果、当部門の売上高は259億５千６百万円となりました。営業利益は61億９千８百万円となりました。

　　④ヘルスケア部門

　コンタクトレンズは、直営店舗におけるコンサルティング販売による集客数の増加、及び高付加価値商品の販売拡大

により、前年同四半期連結会計期間に比べて増収となりました。眼内レンズ（ＩＯＬ）は軟性（ソフト）レンズが好

調に推移し第１四半期連結会計期間に比べて増収となりましたものの、前年同四半期連結会計期間に比べますと円高

の影響が大きく、売上高は微増となりました。

　この結果、当部門の売上高は136億８千９百万円となりました。営業利益は33億１千８百万円となりました。
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　　⑤ペンタックス部門

　医療用内視鏡は、景気の低迷による医療機関の買い控えがあり、売上高の大半を占める海外売上が円高の影響を大き

く受けましたので、前年同四半期連結会計期間に比べて減収となりました。

　デジタルカメラは、意欲的な新製品を市場に投入しましたが、販売台数は前年同四半期連結会計期間と比べて減少

し、他社との厳しい価格競争もあり減収となりました。

　この結果、当部門の売上高は279億２千万円となりました。営業損益は、前年度に実施した構造改革によるコスト削減

の効果等により、11億８千５百万円の営業利益となり、第１四半期連結会計期間に比べて収益性が大きく向上しまし

た。

　  　所在地セグメントの業績は次のとおりであります。

　　①日本

　エレクトロオプティクス部門は製品単価の下落や円高の影響、受注の減少などを原因として、減収・減益となりまし

た。ビジョンケア部門は消費者の節約志向の強まりや買い替えサイクルの長期化により、国内市場の縮小傾向が続い

ており、減収・減益となりました。ペンタックス部門は景気の低迷・他社との厳しい価格競争もあり、減収となりまし

たが、前年度に実施した構造改革によるコスト削減の効果等があったため、増益となりました。当地域としては前年同

四半期連結会計期間に比べ、減収・減益となりました。

　この結果、当地域の売上高は644億３千７百万円となりました。営業利益は54億１千６百万円となりました。

　　②米州

　北米は景気の回復は始まっているものの依然として低迷した状態が続いております。消費者のマインドが冷え込ん

でいるため当社製品の売上も減少し、ビジョンケア部門は、減収・減益となりました。ペンタックス部門も同じく、減

収となりましたが、コスト削減の効果もあり、増益となりました。

　この結果、当地域の売上高は123億２千９百万円となりました。営業利益は８千８百万円となりました。

　　③欧州

　ビジョンケア部門は、景気の低迷や市場における価格圧力、円高の影響等により減収となりましたが、経費削減によ

り増益となりました。ペンタックス部門も同じく、減収となりましたが、構造改革によるコスト削減の効果等があり、

増益となりました。

　この結果、当地域の売上高は203億９千３百万円となりました。営業利益は19億８千３百万円となりました。

　　④アジア

　エレクトロオプティクス部門は、円高と製品単価の下落により、減収・減益となりました。ビジョンケア部門は円高

等があったものの、前年同四半期連結会計期間並に推移しました。

この結果、当地域の売上高は96億５千７百万円となりました。営業利益は97億１千９百万円となりました。
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　２．財政状態

　①  当第２四半期連結会計期間末の資産、負債及び純資産の状況

　当第２四半期連結会計期間末では、前連結会計年度末に比べて、流動資産が487億８千９百万円減少しました。これ

は、主に現金及び預金が450億３千２百万円、たな卸資産が105億９千万円それぞれ減少したためであります。固定資産

は、58億９千７百万円減少しました。総資産は前連結会計年度末に比べて546億８千６百万円減少し、5,364億９百万円

となりました。

　負債は540億３千８百万円減少し、1,990億４千８百万円となりました。これは、主にコマーシャル・ペーパーが419億

７千８百万円、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）が80億５千３百万円それぞれ減少したためであり

ます。純資産は、3,373億６千１百万円となりました。

　純資産から新株予約権と少数株主持分を引いた自己資本は3,344億４千２百万円となり、自己資本比率は62.3％とな

りました。

　②　キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前第２四半期連結会計期間末に比べて、232億

８千５百万円減少し、また、前連結会計年度末に比べて、417億４千万円減少し、1,661億８千７百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　上記１．に記載した業績の状況に基づき、税金等調整前四半期純利益126億３千５百万円（前年同四半期連結会計期

間比123億８千１百万円収入減）と、減価償却費83億９百万円（前年同四半期連結会計期間比40億９千７百万円収入

減）を主体とした収入から、売上債権の増減額85億６千６百万円（前年同四半期連結会計期間比119億４千７百万円

収入減）、退職特別加算金の支払額12億９千５百万円（前年同四半期連結会計期間比11億９千４百万円支出増）など

を減算し、206億１千４百万円（前年同四半期連結会計期間比211億８千９百万円収入減）の純収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得による支出48億５千万円（前年同四半期連結会計期間比71億４千５百万円支出減）を主因とし

て28億４千万円（前年同四半期連結会計期間比87億４千９百万円支出減）の純支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　長期借入金の返済による支出64億８百万円（前年同四半期連結会計期間比49億８千３百万円支出増）を主因とし

て、71億２千５百万円（前年同四半期連結会計期間比36億６千３百万円支出減）の純支出となりました。

　３．事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　４．研究開発活動

　　　当社グループの当第２四半期連結会計期間における研究開発費の総額は、43億４千９百万円であります。なお、当第２

四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

  当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,250,519,400

計 1,250,519,400

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 435,017,020 同左
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 435,017,020 同左 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成16年６月18日定時株主総会決議

 　　（平成16年11月25日取締役会決議）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,259

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 503,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,713

新株予約権の行使期間 平成17年10月１日～平成21年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　：2,713

資本組入額：1,357

新株予約権の行使の条件

１.１個の新株予約権の一部の行使は認めない。

２.新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認め

ない。

３.新株予約権者が以下のいずれかの事項に該当する場

合、新株予約権者は新株予約権を行使することができ

ない。

(１)新株予約権者が、当社または当社関係会社（「財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第

８条第８項において定義される「関係会社」をい

い、以下「当社関係会社」という。）の取締役また

は社員を任期満了前に退任もしくは定年前に退職

したとき。

(２)新株予約権者が、当社または当社関係会社の取締役

または社員を、任期満了により退任し、もしくは定

年退職した後に以下のいずれかの者の役員または

社員もしくは業務受託者となったとき。

(ⅰ)当社または当社関係会社が製造もしくは販売す

る商品と市場において競合する商品を製造・販

売もしくは研究開発することを業とする第三者

(ⅱ)当社または当社関係会社が提供する役務と市場

において競合する役務を提供もしくは研究開発

することを業とする第三者

(３)新株予約権者が、当社または当社関係会社に対して

訴訟を提訴したとき。

(４)新株予約権者が、当社もしくは当社関係会社の社内

規程（就業規則を含む、以下「社内規程等」とい

う。）に違反し、当社取締役会が決定した懲戒を受

けたときまたは当社もしくは当社関係会社を懲戒

免職されたとき。

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡・質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 　②　平成17年６月17日定時株主総会決議

 　　（平成17年12月22日取締役会決議）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 2,223
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第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 889,200

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4,150

新株予約権の行使期間 平成18年10月１日～平成27年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　：4,150

資本組入額：2,075

新株予約権の行使の条件

１.新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社子会社の取締役、執行役もしくは

従業員の地位にあることを要す。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な理由のある場合には

この限りではない。

２.新株予約権の相続は認めない。

３.新株予約権割当契約で、権利行使期間中の各年（１月

１日から12月31日までの期間）において権利行使で

きる新株予約権の個数の上限または新株予約権の行

使によって発行される株式の発行価額の合計額の上

限を定めることができるものとする。

４.その他権利行使の条件は、新株予約権発行の取締役会

決議に基づき、新株予約権割当契約に定めるところに

よる。

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡・質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

  （注）　平成17年11月15日付をもって１株につき４株の割合による株式の分割を行いました。これに伴い、新株予約

権の数、新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額等は次の算式により調整されま

した。

　　調整後の新株予約権の数＝調整前個数×分割の比率

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割の比率（調整後生じる１株未満の端数は切り捨てる）

　　調整後払込金額＝調整前払込金額×（１÷（分割の比率））（調整後生じる１円未満の端数は切り上げる）
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 　③　平成18年６月16日定時株主総会決議

 　　（平成18年10月19日取締役会決議）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,952

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 780,800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4,750

新株予約権の行使期間 平成19年10月１日～平成28年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　：4,750

資本組入額：2,375

新株予約権の行使の条件
上記「（平成17年12月22日取締役会決議）」と同条件

であります。

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 ④　平成19年10月29日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 194

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 77,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4,230

新株予約権の行使期間 　平成20年10月１日～平成29年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　：4,230

資本組入額：2,115
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第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の行使の条件

１.新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社の取締役、執行役もしくは従業員または当社

の関係会社の取締役もしくは従業員の地位にあるこ

とを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職の場

合には、一定の場合を除き、当該新株予約権者は、自己

に割り当てられた本新株予約権のうち、新株予約権割

当契約で定める任期満了による退任時または定年に

よる退職時における権利行使可能上限株式数（以下、

「権利行使可能上限株式数」という。）に係る新株予

約権に限り行使することができるものとし、任期満了

による退任または定年による退職後に権利行使が可

能となる権利行使可能上限株式数超過分に係る新株

予約権については行使することができない。

２.新株予約権割当契約により、相続人、譲受人、質権の設

定を受けた者その他の新株予約権者の承継人による

新株予約権の行使は認められない。

３.新株予約権割当契約で、権利行使期間中の各年（10月

１日から翌年９月30日までの期間）における権利行

使可能上限株式数または新株予約権の行使によって

発行される株式の発行価額の合計額の上限を定める

ことができるものとする。

４.その他権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、新株

予約権割当契約に定めるところによる。

５.１個の新株予約権を分割して行使することはできない

ものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役

会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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 ⑤　平成20年６月18日定時株主総会決議

　　（平成20年11月10日取締役会決議）　

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 2,590

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,036,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,556

新株予約権の行使期間 　平成21年10月１日～平成30年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　：1,556

資本組入額：　778

新株予約権の行使の条件

１.新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社の取締役、執行役もしくは従業員または当社

の子会社の取締役もしくは従業員の地位（本新株予

約権者が新株予約権割当契約締結日時点で有してい

た地位を喪失するのと同時に、当社の取締役、執行役

もしくは従業員または当社関係会社（「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則」第８条第８

項において定義される「関係会社」をいい、以下「当

社関係会社という。）の取締役、執行役もしくは従業

員となった場合には、当該変更後の地位）にあること

を要す。ただし、任期満了による退任、定年退職の場合

には、一定の場合を除き、当該新株予約権者は、自己に

割り当てられた本新株予約権のうち、新株予約権割当

契約で定める任期満了による退任時または定年によ

る退職時における権利行使可能上限株式数（以下、

「権利行使可能上限株式数」という。）に係る新株予

約権に限り行使することができるものとし、任期満了

による退任または定年による退職後に権利行使が可

能となる権利行使可能上限株式数超過分に係る新株

予約権については行使することができない。

２.新株予約権割当契約により、相続人、譲受人、質権の設

定を受けた者その他の新株予約権者の承継人による

新株予約権の行使は認められない。

３.新株予約権割当契約で、権利行使期間中の各年（10月

１日から翌年９月30日までの期間）における権利行

使可能上限株式数または新株予約権の行使によって

発行される株式の発行価額の合計額の上限を定める

ことができるものとする。

４.その他権利行使の条件は、新株予約権発行の取締役会

決議に基づき、新株予約権割当契約に定めるところに

よる。

５.１個の新株予約権を分割して行使することはできない

ものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については、当社の取締

役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 ⑥　平成21年２月５日取締役会決議
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第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 150

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 60,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,704

新株予約権の行使期間 　平成21年10月１日～平成30年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　：1,704

資本組入額：  852

新株予約権の行使の条件
上記「（平成20年11月10日取締役会決議）」と同条件

であります。　

新株予約権の譲渡に関する事項 　　　　　　　　　　　同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成21年７月１日～

 平成21年９月30日
－ 435,017,020 － 6,264 － 15,898
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（５）【大株主の状況】

　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ジェーピーモルガンチェースバン

ク　380055

（常任代理人株式会社みずほコー

ポレート銀行決済営業部）

270 Park Avenue,New York,

NY 10017 U.S.A.

（東京都中央区月島４丁目16-13）

365,418 8.40

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８-11　 290,513 6.67

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11-３　 169,019 3.88

ザチェースマンハッタンバンク　

エヌエイロンドンエスエルオムニ

バスアカウント

（常任代理人株式会社みずほコー

ポレート銀行決済営業部）

Woolgate House, Coleman Steet

London EC2P 2HD, England

（東京都中央区月島４丁目16-13）

114,444 2.63

ステートストリートバンクアンド

トラストカンパニー　　505225

（常任代理人株式会社みずほコー

ポレート銀行決済営業部）

P.O.Box 351 Boston

Massachusetts 02101 U.S.A.

（東京都中央区月島４丁目16-13）

99,841 2.29

ステートストリートバンクアンド

トラストカンパニー

（常任代理人香港上海銀行東京支

店）

P.O.Box 351 Boston

Massachusetts 02101 U.S.A.

（東京都中央区日本橋３丁目11-１）

95,245 2.18

山中　衛　 東京都練馬区　 90,197 2.07

ドイチェバンクトラストカンパ

ニーアメリカズ

（常任代理人株式会社三井住友銀

行）　

60 Wall Street, 27th Floor,

 Mail Stop NYC60-2727, New York,

 NY 10005 U.S.A

（東京都千代田区有楽町１丁目１番２号）

78,092 1.79

ステートストリートバンクアンド

トラストカンパニー　505223

（常任代理人株式会社みずほコー

ポレート銀行決済営業部）

P.O.Box 351 Boston

Massachusetts 02101 U.S.A.

（東京都中央区月島４丁目16-13）

73,981 1.70

第一生命保険相互会社

（常任代理人資産管理サービス信

託銀行株式会社）

東京都中央区晴海１丁目８-12　

晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーＺ棟

69,186 1.59

計 － 1,445,940 33.23

　（注）１．所有株式数は、百株未満を切り捨てて表示しております。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

氏名又は名称 株式数（百株）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 212,386

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 158,643

        ３．キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニーから、平成21年２月27日付の大量保有報告

書の写しの送付があり、平成21年２月24日現在で452,106百株を保有している旨の報告を受けておりますが、当

社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

は含めておりません。

　なお、キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニー等からの大量保有報告書の内容は以下

のとおりであります。
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大量保有者　　    キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニー

住所　　　　　　　333 South Hope Street, Los Angeles, CA 90071, U. S. A.

保有株券等の数　　株式 45,210,600株

株券等保有割合　　10.39％
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

 普通株式　　　　　 

2,160,700

－ －

完全議決権株式（その他）
 普通株式   

432,769,300

 

4,327,693
－

単元未満株式
 普通株式　   

87,020
－

 １単元（100株）未満の

 株式　

発行済株式総数 435,017,020 － －

総株主の議決権 － 4,327,693 －

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式41株が含まれております。

②【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

ＨＯＹＡ株式会社

東京都新宿区中落合

二丁目７番５号
2,160,700 ―　 2,160,700 0.49

計 － 2,160,700 ―　 2,160,700 0.49

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 2,015 1,990 2,100 2,285 2,235 2,230

最低（円） 1,679 1,661 1,804 1,864 2,030 2,050

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表については、監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けておりま

す。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって、有限責任監査法人トーマツと

なっております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 169,508 214,540

受取手形及び売掛金 ※3
 90,142

※3
 82,874

商品及び製品 27,519 35,366

仕掛品 10,275 11,434

原材料及び貯蔵品 22,872 24,456

繰延税金資産 6,649 6,368

その他 11,415 12,106

貸倒引当金 △2,706 △2,683

流動資産合計 335,676 384,465

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 35,611 37,097

機械装置及び運搬具（純額） 42,102 47,075

工具、器具及び備品（純額） 16,135 16,429

土地 15,140 15,755

建設仮勘定 10,613 12,959

有形固定資産合計 ※1
 119,602

※1
 129,317

無形固定資産 27,084 22,150

投資その他の資産

投資有価証券 10,556 11,328

繰延税金資産 36,621 36,643

その他 7,341 7,740

貸倒引当金 △473 △548

投資その他の資産合計 54,046 55,163

固定資産合計 200,733 206,630

資産合計 536,409 591,096
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 32,654 29,557

短期借入金 515 2,144

1年内返済予定の長期借入金 2,789 4,402

コマーシャル・ペーパー － 41,978

未払費用 18,071 17,884

未払法人税等 6,773 7,273

賞与引当金 4,384 4,754

役員賞与引当金 33 51

製品保証引当金 782 793

その他 16,483 22,150

流動負債合計 82,489 130,989

固定負債

社債 99,975 99,972

長期借入金 3,247 9,688

退職給付引当金 8,234 8,488

特別修繕引当金 1,248 998

その他 3,852 2,948

固定負債合計 116,558 122,097

負債合計 199,048 253,086

純資産の部

株主資本

資本金 6,264 6,264

資本剰余金 15,898 15,898

利益剰余金 367,160 368,108

自己株式 △7,986 △7,984

株主資本合計 381,337 382,286

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △75 △304

為替換算調整勘定 △46,819 △46,669

評価・換算差額等合計 △46,895 △46,973

新株予約権 1,102 938

少数株主持分 1,817 1,758

純資産合計 337,361 338,009

負債純資産合計 536,409 591,096
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 258,528 201,806

売上原価 146,547 116,390

売上総利益 111,981 85,415

販売費及び一般管理費 ※1
 69,513

※1
 57,412

営業利益 42,468 28,003

営業外収益

受取利息 2,630 451

持分法による投資利益 589 －

為替差益 3,043 －

その他 3,806 1,867

営業外収益合計 10,069 2,319

営業外費用

支払利息 1,300 1,221

持分法による投資損失 － 595

為替差損 － 5,783

その他 1,252 1,654

営業外費用合計 2,553 9,253

経常利益 49,984 21,068

特別利益

過年度受取手数料 ※2
 3,200 －

固定資産売却益 105 106

投資有価証券売却益 9,704 －

事業譲渡益 ※3
 883 －

その他 555 30

特別利益合計 14,449 137

特別損失

固定資産売却損 378 305

固定資産除却損 － 178

減損損失 ※4
 1,389

※4
 331

投資有価証券評価損 402 123

退職特別加算金 1,658 1,310

環境対策費 16 ※5
 476

その他 136 340

特別損失合計 3,982 3,065

税金等調整前四半期純利益 60,450 18,140

法人税、住民税及び事業税 6,590 4,461

法人税等調整額 13,705 △634

法人税等合計 20,296 3,827

少数株主利益又は少数株主損失（△） △179 111

四半期純利益 40,333 14,202
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 128,372 106,818

売上原価 73,646 59,236

売上総利益 54,726 47,581

販売費及び一般管理費 ※1
 34,115

※1
 28,874

営業利益 20,610 18,706

営業外収益

受取利息 1,408 161

為替差益 4,406 －

補助金収入 － 245

その他 2,153 762

営業外収益合計 7,968 1,169

営業外費用

支払利息 696 662

持分法による投資損失 212 46

為替差損 － 3,849

その他 158 731

営業外費用合計 1,067 5,290

経常利益 27,511 14,585

特別利益

固定資産売却益 47 46

投資有価証券評価損戻入益 － 290

事業譲渡益 ※2
 883 －

その他 373 13

特別利益合計 1,304 350

特別損失

固定資産売却損 261 235

固定資産除却損 － 132

減損損失 ※3
 1,370

※3
 327

投資有価証券評価損 400 －

退職特別加算金 1,629 1,010

環境対策費 － ※4
 476

その他 134 116

特別損失合計 3,797 2,300

税金等調整前四半期純利益 25,017 12,635

法人税、住民税及び事業税 4,110 3,015

法人税等調整額 2,041 △750

法人税等合計 6,151 2,264

少数株主利益又は少数株主損失（△） △269 19

四半期純利益 19,135 10,351
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 60,450 18,140

減価償却費 24,997 16,803

減損損失 1,389 331

貸倒引当金の増減額（△は減少） 468 △60

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,013 △362

特別修繕引当金の増減額（△は減少） 135 249

退職給付引当金の増減額（△は減少） － △250

受取利息及び受取配当金 △2,686 △501

支払利息 1,300 1,221

為替差損益（△は益） △5,046 6,335

持分法による投資損益（△は益） △589 595

固定資産売却損益（△は益） 273 198

固定資産除却損 － 178

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △9,273 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 123

事業譲渡損益（△は益） △883 －

退職特別加算金 1,658 1,310

売上債権の増減額（△は増加） 5,178 △7,176

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,257 9,432

その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,782 △3,388

仕入債務の増減額（△は減少） △8,152 3,383

未払消費税等の増減額（△は減少） 679 1,157

その他の流動負債の増減額（△は減少） △2,426 △1,891

その他 △17 45

小計 65,917 45,875

利息及び配当金の受取額 1,959 524

利息の支払額 △892 △1,181

退職特別加算金の支払額 △101 △4,997

法人税等の支払額 △29,582 △5,512

法人税等の還付額 7,387 1,570

営業活動によるキャッシュ・フロー 44,687 36,280
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △1,391

定期預金の払戻による収入 － 4,693

有形固定資産の取得による支出 △21,278 △10,295

有形固定資産の売却による収入 957 825

投資有価証券の取得による支出 △747 －

投資有価証券の売却による収入 17,486 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△603 ※2
 △3,268

少数株主に対する合併交付金の支出 △9,272 △59

貸付けによる支出 △134 －

貸付金の回収による収入 79 －

事業譲渡による収入 1,300 －

その他の支出 △1,630 △2,530

その他の収入 362 390

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,483 △11,635

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,518 △1,629

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 1,802 △41,978

長期借入れによる収入 131 225

長期借入金の返済による支出 △1,545 △8,193

自己株式の売却による収入 2 0

自己株式の取得による支出 △3 △1

配当金の支払額 △15,098 △15,112

少数株主への配当金の支払額 △40 △158

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,270 △66,847

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,796 462

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,137 △41,740

現金及び現金同等物の期首残高 181,335 207,928

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 189,473

※1
 166,187
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

　連結子会社は、第１四半期連結会計期間において、買収により１社増加い

たしました。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新規設立により３社増加し、解

散により２社減少いたしました。

(2) 変更後の連結子会社の数　104社

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）　

　１．前第２四半期連結累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりまし

た「退職給付引当金の増減額（△は減少）」は、重要性が増したため、第１四半期連結累計期間から区分掲記しておりま

す。

　なお、前第２四半期連結累計期間の「その他」に含まれていた「退職給付引当金の増減額（△は減少）」は165百万円

であります。

　２．前第２四半期連結累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券売却及び評価損益（△

は益）」に含めて表示しておりました「投資有価証券評価損益（△は益）」は、重要性が増したため、第１四半期連結累

計期間より区分掲記しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間の「投資有価証券売却及び評価損益（△は益）」に含まれる「投資有価証券評価損益

（△は益）」は402百万円であります。

　３．前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました、投資活動によるキャッシュ・フローの「貸付けによ

る支出」（当第２四半期連結累計期間は30百万円）及び「貸付金の回収による収入」（当第２四半期連結累計期間は53

百万円）は、重要性が乏しくなったため、それぞれ「その他の支出」及び「その他の収入」に含めて表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）　

　前第２四半期連結会計期間末において区分掲記しておりました「のれん」（当第２四半期連結会計期間末残高は4,361

百万円）は、資産の総額の100分の１以下となったため、当第２四半期連結会計期間末においては「その他」とまとめて、

無形固定資産として一括掲記しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は270,320百万円であ

ります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は262,199百万円であ

ります。

２．偶発債務

　（１）保証債務額

営業上の取引先及び当社グループの従業員の金融

機関との取引に対して、次のとおり保証を行ってお

ります。

営業上の取引先57件 1,602百万円

当社グループの従業員１名 1 

計 1,603 

２．偶発債務

　（１）保証債務額

営業上の取引先及び当社グループの従業員の金融

機関との取引に対して、次のとおり保証を行ってお

ります。

営業上の取引先55件 1,720百万円

当社グループの従業員１名 1 

計 1,722 

　（２）偶発債務（訴訟関係）

　当社子会社である

HOYA LENS DEUTSCHLAND GMBH（ドイツ）は、

2008年12月、ドイツ連邦カルテル庁より異議告知書

を受領しました。当社及び

HOYA LENS DEUTSCHLAND GMBHは本件に対し、

現在事実関係を調査中であり、今後も適切に対応す

る所存であります。

　これにより、今後、損失等が発生する可能性もあり

ますが、現在のところその影響を合理的に見積るこ

とは困難であり、当該事象が四半期連結財務諸表に

与える影響は明らかではありません。

　（２）偶発債務（訴訟関係）

　当社子会社である

HOYA LENS DEUTSCHLAND GMBH（ドイツ）は、

2008年12月、ドイツ連邦カルテル庁より異議告知書

を受領しました。当社及び

HOYA LENS DEUTSCHLAND GMBHは本件に対し、

現在事実関係を調査中であり、今後も適切に対応す

る所存であります。

　これにより、今後、損失等が発生する可能性もあり

ますが、現在のところその影響を合理的に見積るこ

とは困難であり、当該事象が連結財務諸表に与える

影響は明らかではありません。

※３．受取手形割引高　　　　　　　　　  657百万円　　 ※３．受取手形割引高　　　　　　        180百万円　　
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　次のとおりであります。

給料手当及び賞与 17,631百万円

賞与引当金繰入額　 2,210　

役員賞与引当金繰入額　 31　

退職給付引当金繰入額　 224　

給料手当及び賞与 15,208百万円

賞与引当金繰入額　 2,138　

役員賞与引当金繰入額　 34　

退職給付引当金繰入額　 640　

 ※２．過年度受取手数料

　     　技術ライセンス料の見直しに伴い確定した過年度の

実施許諾料の対価を計上したものであります。

────────

 ※３．事業譲渡益

　     　主として、モバイルプリンター事業をブラザー工業

株式会社に譲渡したため、発生したものであります。

────────

 ※４．減損損失

　     　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ

は以下の資産について減損損失を計上しておりま

す。

　　売却予定資産・遊休資産他

場所 用途 種類

東京都板橋区他
売却予定資産・

遊休資産他
建物及び構築物他

　ペンタックス部門等において、時価の下落した将来売却

予定の資産や、事業の再編により将来の使用が見込まれな

い遊休資産等について、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、減損損失（1,389百万円）として特別損失に計上して

おります。

 ※４．減損損失

　     　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ

は以下の資産について減損損失を計上しておりま

す。

　　売却予定資産・遊休資産他

場所 用途 種類

ミュールハイム

（ドイツ）他

売却予定資産・

遊休資産他

建物及び機械装置

他

  ビジョンケア部門等において、時価の下落した将来売却

予定の資産や、事業の再編により将来の使用が見込まれな

い遊休資産等について、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、減損損失（331百万円）として特別損失に計上してお

ります。

────────  ※５．環境対策費

         工場跡地の一部に土壌汚染が判明したことに伴

い、無害化処理に要する費用等であります。

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　次のとおりであります。

給料手当及び賞与 8,588百万円

賞与引当金繰入額　 916　

役員賞与引当金繰入額　 17　

退職給付引当金繰入額　 100　

給料手当及び賞与 7,496百万円

賞与引当金繰入額　 1,183　

役員賞与引当金繰入額　 18　

退職給付引当金繰入額　 330　

 ※２．事業譲渡益

　     　主として、モバイルプリンター事業をブラザー工業

株式会社に譲渡したため、発生したものであります。

────────
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

 ※３．減損損失

　     　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ

は以下の資産について減損損失を計上しておりま

す。

　 売却予定資産・遊休資産他

場所 用途 種類

東京都板橋区他
売却予定資産・

遊休資産他
建物及び構築物他

  ペンタックス部門等において、時価の下落した将来売却

予定の資産や、事業の再編により将来の使用が見込まれな

い遊休資産等について、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、減損損失（1,370百万円）として特別損失に計上して

おります。

 ※３．減損損失

　     　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ

は以下の資産について減損損失を計上しておりま

す。

　 売却予定資産・遊休資産他

場所 用途 種類

ミュールハイム

（ドイツ）他

売却予定資産・

遊休資産他

建物及び機械装置

他

  ビジョンケア部門等において、時価の下落した将来売却

予定の資産や、事業の再編により将来の使用が見込まれな

い遊休資産等について、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、減損損失（327百万円）として特別損失に計上してお

ります。

────────  ※４．環境対策費

　     　工場跡地の一部に土壌汚染が判明したことに伴い、

無害化処理に要する費用等であります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

　 （百万円）

現金及び預金勘定 189,584

預入期間が３ヶ月超の定期預金　 △110

現金及び現金同等物　 189,473

　 （百万円）

現金及び預金勘定 169,508

預入期間が３ヶ月超の定期預金　 △3,320

現金及び現金同等物　 166,187

　  

──────── ※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得原価と取

得のための支出との関係は次のとおりであります。

Starion Instruments Corporation

流動資産　 402百万円

固定資産 1,231　

流動負債 △1　

固定負債 △23　

計 1,609　

のれん 3,559　

Starion Instruments Corporationの取得

原価

5,168　

取得原価に含まれる条件付取得対価 △1,563　

取得原価に含まれる取得会社の債権

債務増減額

△326

 

　

Starion Instruments Corporationの現金

及び現金同等物

△9　

差引：Starion Instruments Corporation

取得のための支出

3,268　

　取得原価に含まれる条件付取得対価は、クロージング

後の特定事業年度における業績等の達成水準に応じて

追加で交付する対価の現在価値であります。

　また、取得原価に含まれる取得会社の債権債務増減額

は、取得に際し被取得会社から引き受ける債務額等で

あります。
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　435,017千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　2,160千株

３．新株予約権等に関する事項

　ストックオプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　　　当社　1,102百万円

　          なお、当第２四半期連結会計期間末において権利行使期間の初日が到来していない新株予約権は、次の通りで

あります。

 第８回新株予約権 第９回新株予約権

　付与対象者の区分及び数

当社取締役　　　　　９名　

当社従業員　　　　　86名　

当社子会社の取締役　28名　

当社子会社の従業員　10名　

当社子会社の取締役　１名　

　ストック・オプション数 普通株式　　1,036,000株　 普通株式　　　60,000株　

　付与日 平成20年11月28日　 平成21年２月24日　

　権利確定条件

付与日（平成20年11月28日）

以降、権利確定日まで継続

して勤務していること　

付与日（平成21年２月24日）

以降、権利確定日まで継続

して勤務していること　

　対象勤務期間 付与日以降各権利確定まで　 付与日以降各権利確定まで　

　権利行使期間　
平成21年10月１日から

平成30年９月30日まで

平成21年10月１日から

平成30年９月30日まで

　当第２四半期連結会計期間末残高 　　　　　　123百万円 　　　　　　10百万円

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月28日

取締役会
普通株式 15,149 35

平成21年

３月31日

平成21年

６月１日
利益剰余金　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年10月30日

取締役会
普通株式 12,985 30

平成21年

９月30日

平成21年

11月25日
利益剰余金　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

情報・通信 アイケア
ペンタック
ス 

その他

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

エレクト
ロオプ
ティクス
（百万円）

ホトニク
ス
（百万円）

ビジョン
ケア
（百万円）

ヘルスケ
ア
（百万円）

　
（百万円）

　
（百万円）

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 49,843 1,953 30,316 12,914 33,065 279 128,372 － 128,372

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
64 207 1 － 19 1,006 1,300 (1,300) －

計 49,907 2,160 30,318 12,914 33,085 1,286 129,672 (1,300) 128,372

営業利益又は営業損失（△） 14,340 273 6,425 2,842 △2,458 39 21,463 (853) 20,610

 

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

情報・通信 アイケア
ペンタック
ス 

その他

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

エレクト
ロオプ
ティクス
（百万円）

ホトニク
ス
（百万円）

ビジョン
ケア
（百万円）

ヘルスケ
ア
（百万円）

　
（百万円）

　
（百万円）

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 37,855 1,245 25,956 13,689 27,920 150 106,818 － 106,818

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
338 130 － － 0 996 1,466 (1,466) －

計 38,194 1,376 25,956 13,689 27,921 1,146 108,284 (1,466) 106,818

営業利益 8,497 61 6,198 3,318 1,185 180 19,441 (735) 18,706

 

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

情報・通信 アイケア
ペンタック
ス 

その他

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

エレクト
ロオプ
ティクス
（百万円）

ホトニク
ス
（百万円）

ビジョン
ケア
（百万円）

ヘルスケ
ア
（百万円）

　
（百万円）

　
（百万円）

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 98,245 3,756 61,215 25,283 69,516 510 258,528 － 258,528

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
148 321 2 － 19 2,005 2,497 (2,497) －

計 98,394 4,077 61,218 25,283 69,536 2,516 261,026 (2,497) 258,528

営業利益又は営業損失（△） 28,494 391 12,153 5,895 △2,496 65 44,502 (2,034) 42,468

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

情報・通信 アイケア
ペンタック
ス 

その他

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

エレクト
ロオプ
ティクス
（百万円）

ホトニク
ス
（百万円）

ビジョン
ケア
（百万円）

ヘルスケ
ア
（百万円）

　
（百万円）

　
（百万円）

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 68,297 2,398 51,584 26,597 52,560 366 201,806 － 201,806

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
505 305 0 － 10 1,963 2,786 (2,786) －
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当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

情報・通信 アイケア
ペンタック
ス 

その他

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

エレクト
ロオプ
ティクス
（百万円）

ホトニク
ス
（百万円）

ビジョン
ケア
（百万円）

ヘルスケ
ア
（百万円）

　
（百万円）

　
（百万円）

計 68,803 2,703 51,584 26,597 52,571 2,330 204,592 (2,786) 201,806

営業利益 11,210 171 11,543 6,054 243 318 29,542 (1,538) 28,003

 （注）１．当社の事業区分の方法は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して区分しております。

 　　　２．事業区分並びに主要製品及び役務は次のとおりであります。

分野 事業区分 主要製品及び役務

情報・通信

エレクトロオプティク

ス

半導体用フォトマスク・マスクブランクス、液晶用マスク・液晶

パネル用部品、ＨＤＤ用ガラスディスク、光学レンズ・光学ガラ

ス、電子用ガラス、光通信関連製品

ホトニクス 各種レーザー機器、電子産業用光源、特殊光学ガラス

アイケア
ビジョンケア メガネ用レンズ・フレーム

ヘルスケア コンタクトレンズ、眼内レンズ

 ペンタックス ペンタックス

内視鏡、メディカルアクセサリー、骨補填材、充填剤

デジタルカメラ、交換レンズ、カメラ用アクセサリー

デジタルカメラモジュール、微小レンズ、監視カメラ用レンズ

 その他 その他 クリスタルガラス製品、情報システムの構築、業務請負
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【所在地別セグメント情報】

 

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

日本
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
75,485 14,579 25,427 12,879 128,372 － 128,372

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
15,325 131 317 41,098 56,874 (56,874) －

計 90,811 14,711 25,744 53,978 185,246 (56,874) 128,372

営業利益又は営業損失（△） 5,470 △126 △1,685 12,720 16,379 4,231 20,610

　（注）国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1)国又は地域の区分の方法…………地理的近接度によっております。

(2)各区分に属する主な国又は地域…北米：米国、カナダ等

欧州：オランダ、ドイツ、イギリス等（南アフリカを含む）

アジア：シンガポール、タイ、中国、韓国、台湾等（オーストラリアを含む）

 

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

日本
（百万円）

米州
（百万円）

欧州
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
64,437 12,329 20,393 9,657 106,818 － 106,818

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
9,696 180 147 35,241 45,265 (45,265) －

計 74,134 12,509 20,541 44,898 152,083 (45,265) 106,818

営業利益 5,416 88 1,983 9,719 17,207 1,498 18,706

　（注）国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1)国又は地域の区分の方法…………地理的近接度によっております。

(2)各区分に属する主な国又は地域…米州：米国、カナダ等

欧州：オランダ、ドイツ、イギリス等（南アフリカを含む）

アジア：シンガポール、タイ、中国、韓国、台湾等（オーストラリアを含む）

なお、第１四半期連結会計期間より、海外売上高区分を変更したことに伴い、「北米」区分を「米州」区分に名称変

更しております。

 

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

日本
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
148,562 29,562 54,501 25,903 258,528 － 258,528

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
32,911 394 523 80,437 114,268 (114,268) －

計 181,473 29,957 55,025 106,340 372,797 (114,268) 258,528

営業利益又は営業損失（△） 12,675 △497 1,497 24,830 38,506 3,961 42,468

　（注）国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1)国又は地域の区分の方法…………地理的近接度によっております。

(2)各区分に属する主な国又は地域…北米：米国、カナダ等
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欧州：オランダ、ドイツ、イギリス等（南アフリカを含む）

アジア：シンガポール、タイ、中国、韓国、台湾等（オーストラリアを含む）

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

日本
（百万円）

米州
（百万円）

欧州
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
118,330 24,388 40,847 18,239 201,806 － 201,806

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
20,168 308 261 64,034 84,772 (84,772) －

計 138,498 24,697 41,108 82,273 286,578 (84,772) 201,806

営業利益又は営業損失（△） 7,065 △115 3,875 15,306 26,132 1,871 28,003

　（注）国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1)国又は地域の区分の方法…………地理的近接度によっております。

(2)各区分に属する主な国又は地域…米州：米国、カナダ等

欧州：オランダ、ドイツ、イギリス等（南アフリカを含む）

アジア：シンガポール、タイ、中国、韓国、台湾等（オーストラリアを含む）

なお、第１四半期連結会計期間より、海外売上高区分を変更したことに伴い、「北米」区分を「米州」区分に名称変

更しております。
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【海外売上高】

 
前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

北米 欧州 アジア その他の地域 計

海外売上高（百万円） 14,716 26,260 39,381 417 80,775

連結売上高（百万円）     128,372

連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
11.5 20.4 30.7 0.3 62.9

　（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1）国又は地域の区分の方法…………地理的近接度によっております。

(2）各区分に属する主な国又は地域…北米：米国、カナダ等

欧州：オランダ、ドイツ、イギリス等（南アフリカを含む）

アジア：シンガポール、タイ、韓国、台湾等（オーストラリアを含む）

その他の地域：サウジアラビア、ブラジル等

 
当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

米州 欧州 アジア その他の地域 計

海外売上高（百万円） 12,337 20,838 32,997 123 66,296

連結売上高（百万円）     106,818

連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
11.6 19.5 30.9 0.1 62.1

　（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1）国又は地域の区分の方法…………地理的近接度によっております。

(2）各区分に属する主な国又は地域…米州：米国、カナダ、ブラジル等

欧州：オランダ、ドイツ、イギリス等（南アフリカを含む）

アジア：シンガポール、タイ、韓国、台湾等（オーストラリアを含む）

その他の地域：サウジアラビア、アラブ首長国連邦等

３．海外売上高区分の変更

従来、中南米（ブラジル）を「その他の地域」に含めて表示しておりましたが、グループ戦略として重要性

が高まることから、第１四半期連結会計期間より従来の「北米」に中南米を加え「米州」として区分表示す

ることに変更しております。なお、この変更による影響は軽微であります。

 
前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

北米 欧州 アジア その他の地域 計

海外売上高（百万円） 30,373 56,040 77,097 739 164,250

連結売上高（百万円）     258,528

連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
11.7 21.7 29.8 0.3 63.5

　（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1）国又は地域の区分の方法…………地理的近接度によっております。

(2）各区分に属する主な国又は地域…北米：米国、カナダ等

欧州：オランダ、ドイツ、イギリス等（南アフリカを含む）

アジア：シンガポール、タイ、韓国、台湾等（オーストラリアを含む）

その他の地域：サウジアラビア、ブラジル等
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当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

米州 欧州 アジア その他の地域 計

海外売上高（百万円） 24,577 41,716 59,638 391 126,324

連結売上高（百万円）     201,806

連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
12.2 20.7 29.5 0.2 62.6

　（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1）国又は地域の区分の方法…………地理的近接度によっております。

(2）各区分に属する主な国又は地域…米州：米国、カナダ、ブラジル等

欧州：オランダ、ドイツ、イギリス等（南アフリカを含む）

アジア：シンガポール、タイ、韓国、台湾等（オーストラリアを含む）

その他の地域：サウジアラビア、アラブ首長国連邦等

３．海外売上高区分の変更

従来、中南米（ブラジル）を「その他の地域」に含めて表示しておりましたが、グループ戦略として重要性

が高まることから、第１四半期連結会計期間より従来の「北米」に中南米を加え「米州」として区分表示す

ることに変更しております。なお、この変更による影響は軽微であります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 772.64円 １株当たり純資産額 774.65円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 93.18円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
93.18円

１株当たり四半期純利益金額 32.81円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
32.79円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（百万円） 40,333 14,202

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 40,333 14,202

期中平均株式数（千株） 432,858 432,856
   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 13 230

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

平成16年11月25日開催取締役

会決議による第４回新株予約

権

（株式の数503,600株）

－

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 44.21円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 23.91円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
23.90円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（百万円） 19,135 10,351

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 19,135 10,351

期中平均株式数（千株） 432,858 432,856
   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（百万円） － －
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

普通株式増加数（千株） － 276

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

平成15年11月27日開催取締役

会決議による第３回新株予約

権

（株式の数467,200株）

－

 平成16年11月25日開催取締役

会決議による第４回新株予約

権

（株式の数503,600株）

 

（重要な後発事象）

　　当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　　　該当事項はありません。
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２【その他】

平成21年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・12,985百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・30円　

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成21年11月25日

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 　 平成20年11月10日

ＨＯＹＡ株式会社 　 　

取締役会　御中 　 　

　 監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　仁　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 羽鳥  良彰　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　一朗　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＨＯＹＡ株式会

社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２０年７月１日

から平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＨＯＹＡ株式会社及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 　 平成21年11月５日

ＨＯＹＡ株式会社 　 　

取締役会　御中 　 　

　 有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　仁　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 羽鳥  良彰　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　一朗　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＨＯＹＡ株式会

社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２１年７月１日

から平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＨＯＹＡ株式会社及び連結子会社の平成２１年９月３０日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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